
令 和 ３ 年 ６ 月 ７ 日

不動産・建設経済局土地政策課

所有者不明土地等対策に関する最新の工程表を発表
～第８回所有者不明土地等対策の推進のための関係閣僚会議の開催結果～

○ 「所有者不明土地等対策の推進のための関係閣僚会議」は、所有者不明土地等に係る諸課題につい

て、関係行政機関の緊密な連携の下、政府一体となって総合的な対策を推進するため、平成 30 年１

月に設置されたものです。

○ 今般、以下のとおり第８回会議が持ち回り開催され、所有者不明土地等対策のための新たな基本方

針及び工程表の改定が決定されましたので、お知らせします。

１．概 要

日 時：令和３年６月７日（月）（持ち回り開催）

議 事：（１）各省の検討状況等について

（２）基本方針（案）について

資 料：資料 1-1 国土交通省提出資料（所有者不明土地特措法の施行後３年経過の見直しに向けた

検討）

資料 1-2 法務省提出資料（所有者不明土地問題の解決に向けた民事基本法制の見直し等

の取組）

資料 2-1 所有者不明土地等対策の推進に関する基本方針（案）

資料 2-2 所有者不明土地等問題 対策推進の工程表（案）

※会議資料は、内閣官房のホームページに掲載されます。

URL：http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/shoyushafumei/index.html

２．国土交通省提出資料の概要

所有者不明土地特措法施行３年経過の見直しに向け、所有者不明土地の円滑な利活用・管理を図

るための仕組みの拡充や、管理不全土地・低未利用土地の利活用・管理を図るための仕組み等を検

討し、本年 12月頃を目途にとりまとめ、次期通常国会に必要な法案の提出を目指すこととしています。

主な検討事項は以下のとおりです。

・所有者不明土地の円滑な利活用を図るための仕組みの拡充

・管理不全土地の適正管理を図るための仕組み

・低未利用土地の円滑な利活用を図るための仕組み

本日、「所有者不明土地等対策の推進のための関係閣僚会議」が開催され、所有者不明土

地等対策の新たな基本方針及び工程表が決定されました。

お問合わせ先

国土交通省不動産・建設経済局土地政策課 近藤、公文、西尾

代表電話：03-5253-8111（内線 30655、30658） 夜間直通：03-5253-8292 FAX：03-5253-1558



所有者不明土地特措法の施行後３年経過の見直しに向けた検討

○ 所有者不明土地特措法の施行後３年経過の見直しに向け、所有者不明土地の円滑な利活用・
管理の確保を図るための仕組みの拡充、管理不全土地・低未利用土地の利活用・管理を図るた
めの仕組み等を検討し、本年12月頃にとりまとめ、次期通常国会に必要な法案の提出を目指す。
主な検討事項

○地域における新たな土地利用ニーズを踏まえた地域福利増進事業（※）の対象事業の拡充
（※）知事の裁定による使用権の設定により所有者不明土地を公共的な事業のために活用可能とする制度

・地域の防災・減災に資する備蓄倉庫等の防災関連施設の整備事業の追加
・その他地域の福利の増進に資する事業の追加
（例：再生可能エネルギーの地産地消等に資する発電設備や、蓄電池設備等の整備事業）

○地域福利増進事業における使用権の上限期間（１０年）の延長

１．所有者不明土地の円滑な利活用を図るための仕組みの拡充

○管理不全土地について、所有者による適正管理を図るための行政的措置（地方公共団体による指導・勧告・
命令・代執行等）を可能とする仕組みの創設

○先般の民法改正により創設された管理不全土地管理命令制度（※）について、地方公共団体等による活用を
可能とする特例の創設
（※）管理不全土地について一定の要件の下で、利害関係人の請求により裁判所による管理人の選任を可能とする制度

２．管理不全土地の適正管理を図るための仕組み

○低未利用土地の利用ニーズのマッチング・コーディネートや適正な管理の確保などを目的とする地域ごとの
法人や協議会（ランドバンク）に関する制度の創設
・法人や協議会について、公的信用力を付与するとともに、土地の利活用情報に精通する主体の参画を確保し活動を促進

３．低未利用土地の円滑な利活用を図るための仕組み

等

等

等

資料１－１



所有者不明土地問題の解決に向けた民事基本法制の見直し等の取組

登記がされるようにするための不動産
登記制度の見直し（発生予防）

土地を手放すための制度の創設
（発生予防）

土地利用に関連する民法の規律の
見直し（土地利用の円滑化）

①相続登記の申請義務化

○ 他の公的機関（住基ネット等）から取得
した情報に基づき、登記官が職権的に変更
登記をする方策を併せて導入

①財産管理制度の見直し
○ 所有者不明土地管理制度、管理不全
土地管理制度等の創設

② 共有制度の見直し
○ 共有者不明の共有地の利用の円滑化
③ 相隣関係規定の見直し
○ ライフラインの設備設置権等の規律の整備
④ 相続制度の見直し
○ 長期間経過後の遺産分割の見直し など

R3.6法務省民事局

■民法等の一部を改正する法律（令和３年法律第２４号）
■相続等により取得した土地所有権の国庫への帰属に関する法律（令和３年法律第２５号）

令和３年４月２１日成立
同月２８日公布

【両法律の概要】所有者不明土地の発生予防と利用の円滑化の両面から総合的に民事基本法制を見直し

など

○ 政省令等の整備
新たな登記手続の細目等に関する検討

○ 登録免許税の減免に向けた税制改正要望
○ 具体的な運用の検討
・ ②の他の公的機関からの効率的な情報取得
の実現に向けた連携システム開発等
・ 法務局の体制整備・システム整備

○ 具体的な運用の検討

・ ②の共有制度の見直し等を踏まえた共有
私道ガイドラインの改訂等

・ ③の相隣関係規定の見直し等を踏まえた
ライフライン関係事業者・地方公共団体等
との連携・周知

＊ 〔〕内は施行日

〔公布後３年以内
の政令で定める日〕

○ 相続人申告登記の創設などの負担軽減
策・環境整備策をパッケージで併せて導入

② 住所等の変更登記の申請義務化〔公布後５年以内
の政令で定める日〕

相続土地国庫帰属制度の創設
〔公布後２年以内
の政令で定める日〕

相続等により土地の所有権を取得した
者が、法務大臣の承認を受けて、その土
地の所有権を国庫に帰属させることがで
きる制度を創設

〔公布後２年以内
の政令で定める日〕

【今後の取組】両法律の実効性を確保する観点から、制度の国民への周知広報をはじめ、しっかりとした施行準備を行う

○ 所有者不明土地特措法の長期相続登記等未了土地の解消※が効果的に行われ、民間も含めた更なる土地の利活用に繋がるよう、
対象とする土地（現在は国・地方公共団体の公共事業予定地が対象）の運用の見直し等
※登記官が、長期間相続登記がされていない土地の法定相続人の探索結果を登記し、法定相続人情報を法務局に備え付ける制度
○ 土地売却に伴う分筆登記や地積更正登記等を円滑化し、土地利用を促進するため、隣地所有者が不明の場合などに、一定の要件
の下で隣地所有者の立会いがなくとも法務局の調査に基づき筆界認定を行い、分筆登記等を可能とする仕組み

新たに
検討する
取組

○ 政省令等の整備
承認要件や土地の性質・地域差に応
じた負担金等についてきめ細やかに検討

○ 具体的な運用の検討
・ 承認申請がされた土地の有効活用の
機会の確保のための地方公共団体等
との連携(寄附受けや他主体による活用)

・ 法務局等の関係機関の体制整備

資料１－２



1 
 

所有者不明土地等対策の推進に関する基本方針（案） 

  

 令和３年６月７日 

所有者不明土地等対策の推進のための関係閣僚会議 

 

所有者不明土地は、相続が生じても登記がされないことなどを原因として発生し、

管理の放置による環境悪化を招くほか、公共事業の用地買収、災害の復旧・復興事

業の実施や民間の土地取引の際に、所有者の探索に多大な時間と費用を要するな

ど、国民経済にも著しい損失を生じさせており、人口減少・超高齢社会、相続多発時

代を迎えようとする中、社会全体の生産性を向上させるためにも、所有者不明土地

等問題の解決は喫緊の課題となっている。 

このため、これまでに制定された法律及び今国会において成立した法律の円滑な

施行を図るとともに、別添工程表のとおり、「所有者不明土地の利用の円滑化等に

関する特別措置法」（以下、「特措法」という。）施行後３年経過の見直し等の重要課

題については、今後、さらに具体的な検討を進め、来年の通常国会に必要となる法

案を提出するなど、期限を区切って着実に対策を推進する。 

 

１ 新しい法制度の円滑な施行 

特措法について、制度の周知を行うとともに、先進事例への支援や関係団体との

連携、地方協議会を通じ、地方公共団体に対する助言や人的支援を実施する。 

農地、林地についても農業経営基盤強化促進法等の一部を改正する法律等の制

度の普及啓発を図り、農地や森林経営管理の集積・集約化を促進する。 

また、表題部所有者不明土地の登記及び管理の適正化に関する法律に基づき、

表題部所有者不明土地の解消作業を着実に進める。 

土地基本法の一部を改正する法律（以下、「改正土地基本法」という。）に基づき、

土地の基本理念、責務、土地基本方針等について、地方公共団体等に対する普及

啓発を図るとともに、所有者不明土地等問題の解消に向けた各種施策の一体的実

施のため、組織・定員を含めた体制の強化や予算要求等を検討する。 

 

２ 土地所有者等の責務 

土地の公共性を踏まえ、改正土地基本法の土地の利用・管理に関する土地所有

者等の責務や基本理念について、広く国民、土地所有者等に周知する。また、土地

資料２―１ 
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基本方針の更新を図りながら、関係省庁が連携して、特措法施行後３年経過の見直

しをはじめ土地所有者等の責務を具体化する施策を一体的に検討・推進していく。 

 

３ 地籍調査の円滑化・迅速化 

土地の適切な利用の基礎データとなる地籍調査に関し、固定資産課税台帳の情

報の利用等による所有者探索の合理化や所有者不明の場合等でも調査が進む手

続の活用、地域特性に応じた効率的な調査手法の導入、優先実施地域における重

点実施等を盛り込んだ第７次国土調査事業十箇年計画に基づき、引き続き、円滑か

つ迅速に推進する。また、これらの手法の普及が進むよう、地方公共団体へ支援を

行うとともに、当該計画の進捗目標を達成するため必要となる予算の確保に努める。 

また、地籍を明確化するための情報基盤である登記所備付地図の整備を進める。 

 

４ 民事基本法制（民法・不動産登記法等）の円滑な施行に向けた準備等   

土地所有権の内容は法令の制限に服し、公共の福祉優先の理念に基づく立法が

妨げられないことを前提に、今国会で民法、不動産登記法等が改正されるとともに、

相続等により取得した土地所有権の国庫への帰属に関する法律が制定された。 

具体には、相続登記や住所変更等登記の申請義務化、申請者の手続的負担を軽

減する相続人申告登記の新設、職権的に住所変更等を登記に反映させて不動産登

記情報の更新を図る方策や相続等により取得した土地を一定の要件の下で国庫に

帰属可能とする制度など所有者不明土地の発生を予防する仕組みと、不明共有者

がいる場合に金銭供託等により共有関係を解消する方策、所有者不明土地・建物に

特化した財産管理制度や管理不全土地・建物の管理制度、長期間経過後に法定相

続分で遺産分割を行う仕組み、ライフライン設置のための隣地使用を可能とする相

隣関係規定の整備など、所有者不明土地等を円滑に利用する仕組みが構築された。 

今後、施行に向けて、新制度の丁寧な周知を図るとともに、登記手続費用の負担

軽減に向けた令和４年度税制改正要望を行う。政省令等事項や具体の運用を定め

るにあたっては、登記申請義務化をはじめ新制度の実効性が確保されるよう、また、

土地を国庫に帰属させるための要件、土地の性質・地域差に応じた負担金の額や地

方公共団体等との連携などを、きめ細やかに検討していく。また、法務局等の関係

機関の体制整備や必要となるシステム開発等を行う。 

更に、法定相続情報証明制度の円滑な運用や、法務局における遺言書の保管制

度の活用などにより、相続登記を促進する。   
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５ 多様な土地所有者の情報を円滑に把握する仕組み 

関係行政機関や民間事業者が土地所有者に関する情報を円滑に把握できるよう、

今国会で、登記所が他の公的機関（住民基本台帳ネットワークシステム、商業登記

等）から、土地所有者の死亡や住所変更情報等を入手し、個人情報保護にも配慮し

つつ、不動産登記の最新化に繋げる仕組みや、海外に居住する土地所有者の日本

国内における連絡先を登記事項とするなどの仕組みを構築したところである。今後、

改正法の円滑な施行に向けて、法務局の体制整備や不動産登記システムと住民基

本台帳ネットワークシステム等との円滑な連携を可能とする実効性のあるシステム

整備を進める。 

また、行政機関等に対して戸籍情報を電子的に提供する戸籍情報連携システム

の整備を着実に進め、令和５年度中に運用を開始する。 

これらを含め、土地に関する各種制度、台帳間の情報連携を促進するとともに、連

携を容易にするためのデータ形式の見直しやシステム間の調整を行い、オンライン

化の取組も含めた情報連携の仕組みの構築に向けた検討を進める。 

こうした仕組みを構築するまでの間も、自治体の協力による登記手続きの促進や、

関係機関から自治体への照会による所有者情報の把握の取組を進める。 

 

６ 所有者不明土地等の円滑な利活用・管理、土地収用手続きの円滑な運用 

  本年１１月に特措法の施行から３年が経過し、見直しの時期となることに向けて、

所有者不明土地の円滑な利活用・管理を図る仕組みの拡充や、所有者不明土地の

発生予防等の観点から重要となる管理不全土地や低未利用土地の利活用・管理を

図る仕組みについて検討を進め、国土審議会において制度見直しの内容を本年中

目途でとりまとめ、次期通常国会に必要となる法案を提出する。 

具体には、地域のニーズを踏まえた地域福利増進事業の拡充（地域の防災・減災

に資する設備や再生可能エネルギーの地産地消等に資する施設の整備など）や使

用権の上限期間の延長等、管理不全土地について、所有者による適正管理を図る

ための行政的措置（指導・勧告・命令・代執行等）を可能とする仕組みや民法の管理

不全土地管理制度の地方公共団体等による活用を可能とする特例、低未利用土地

の利用ニーズのマッチング・コーディネートや土地所有者に代わる管理などの機能を

担うランドバンク制度の創設などについて検討を行う。 

併せて、長期相続登記等未了土地の解消が効果的に行われ、民間も含めた更な

る土地の利活用に繋がるよう、対象とする土地の運用の見直し等を行う。 
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所有者不明土地等と共通の課題がある空き家対策の推進や区分所有建物の取り

扱い、民間による開発や空き家・空き地の利活用等にも配慮し、連携して検討を行う。 

  所有者不明農地のより円滑な利活用に向けて、民法の共有制度等の見直しを踏

まえ、土地改良事業等における所有者不明農地の一層の利活用を図る措置を検討

し、その結果に基づいて令和５年までに必要な措置を講ずる。 

  共有者による私道の円滑な利用や管理が可能となるよう、共有私道ガイドラインの

更なる周知と、民法の共有制度の見直しを踏まえた同ガイドラインの改訂を行う。 

また、自治体が独自に実施している共同排水設備の設置等に係る補助金申請時

の印鑑登録証明書の添付を不要としている事例について情報共有を行ったところで

あり、今後、自治体の手続きの見直しに向けた検討状況を確認し、必要な助言を行う。 

土地売却に伴う分筆登記や地積更正登記等を円滑化し、土地利用を促進するた

め、隣地所有者が不明の場合などに対応する観点から、一定の要件の下で隣地所

有者の立会いがなくとも法務局の調査に基づき筆界認定を行い、分筆登記等を可能

とする仕組みを検討し、令和４年度中に導入する。 

公共事業の迅速な実施に向け、収用手続きの合理化・迅速化のための新制度の

円滑な運用、適用事例等の横展開を図るとともに、地方公共団体の実務を支援する。 

 

７ 関連分野の専門家等との連携協力 

所有者不明土地等問題は、関連分野の専門家等と地方公共団体、地域コミュニテ

ィ等と関係行政機関が連携しつつ、これらの意見等を十分踏まえながら対応する。 

 



所有者不明土地等問題 対策推進の工程表（案）

共有地の
管理等

課題等 2020年（令和２年） 2021年（令和３年） 2022年(令和４年) 2023年(令和５年)

登記制度・土地所有権の在り方等

土地所有に関する基本制度

多様な土地所有者の情報を円滑に
把握する仕組み等

所有者不明土地の利用の円滑化等に
関する特別措置法(特措法)等(H30.6.13公布等)
・公共的目的の利用を可能とする制度
・財産管理制度の申立権を市町村長等へ付与
・長期相続登記等未了土地を解消する制度
・所有者不明農地・林地の利活用促進の制度

○土地基本法等の
一部を改正する
法律(3.31公布)

・土地基本法(土地所

有者等の責務、適正
な利用・管理の基本
理念、土地基本方針
等)、国土調査法等
(地籍調査の円滑・
迅速化、十箇年計画
策定)の改正

・土地収用法に係る所有者探索の合理化（マニュアルの改訂・周知）、共有私道ガイドラインの更なる周知と改訂

・相続が生じても登記や遺産分割が行
われず、所有者不明土地が多く発生

・遠隔地居住の相続人等が土地を管理
することができず、環境悪化

・所有者が一部不明な共有地は、合意
が得られず管理や処分が困難

・相続登記や住所変更登記がされず、
登記で所有者情報把握が困難

所有者不明土地等の円滑な利活用・
管理の促進

・所有者不明土地やその発生予防
の観点から重要な管理不全土地、
低未利用土地等の利活用・管理
の促進を図る更なる方策が必要

・農地、林地関係の制度の普及・啓発、制度を活用した農地や森林経営管理の集積・集約化の推進

表題部所有者不明土地の登記及び管理の
適正化に関する法律（R1.5.24公布）
・登記官等による所有者等の探索
・特定不能の土地に裁判所が管理人を選任

○法制化に向けた最終検討、
民法等改正要綱答申
(法制審議会)

・所有者不明土地の発生を予防
するための仕組み、所有者不
明土地を円滑・適正に利用す
るための仕組みについて検討、
改正要綱を答申

・制度の普及・啓発、変則型登記の着実な解消作業

・制度の普及・啓発、地方協議会を通じた地方公共団体への支援
・長期相続登記等未了土地の着実な解消作業

○土地基本方針
等の策定

・土地基本方針
（所有者不明土地や
適正な土地の利用
管理の確保に関す
る措置等の基本的

事項を規定)

・新国土調査事業
十箇年計画

○民法等の一部を改正する法
律、相続等により取得した
土地所有権の国庫への帰属
に関する法律(4.28公布)

・相続登記、住所変更等登記の
義務化、申請者の負担軽減策

・住基ネット等と連携した職権
的な登記情報の最新化

・相続した土地の国庫帰属制度
・共有地の利用等の促進
・所有者不明土地・建物管理制度

・相隣関係規定の合理化 等

○土地基本方針
の改定

・民事基本法制の
見直しや特措法
見直しに向けた
検討等を反映

政省令制定等の施行準備
（原則、公布から２年内施行
相続登記義務化は３年内、住基ネット等と
連携した職権的な登記情報最新化は５年内）

・人口減少社会で、所有者不明や
管理不全の土地が増加し、周辺
環境の悪化や有効利用を阻害

・地籍調査について、一部の所有
者が不明な場合などに、調査が
進まず、進捗に遅れ

・土地改良事業等における所有者不明農地の
一層の利活用を図る措置の検討

個別施策の推進、
制度見直しの検討

○特措法施行３年経過の見直しに向けた検討、とりまとめ(国土審議会)

・所有者不明土地の利活用・管理を図る仕組み(地域福利増進事業等)の拡充
・管理不全土地の適切な管理を図るための行政的措置を可能とする仕組み
・低未利用土地利用ニーズのマッチング等を促進するランドバンク制度
・長期相続登記等未了土地解消作業の対象土地の運用見直し 等

令和4年度
税制改正要望
（登記関係）

施

行

○特措法の
見直し
(法案提出）

必要な措置

・行政機関等へ戸籍情報を電子的に提供する戸籍情報連携システムの整備（R６．２運用開始目標）
・各種台帳の情報連携を容易にするデータ形式の見直し、システム間調整等

改
定

新十箇年計画に基づき、地籍調査を円滑・迅速に推進

・隣地所有者不明土地の法務局調査に基づく
筆界認定の仕組みの検討

導入

不動産登記システムと住基ネット等との円滑な連携を可能
とするシステムの整備

資料２―２
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